
※令和７年１２月２６日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

≪摘要欄≫　　○：ほぼ要望どおり措置等の見込み　△：一部措置等される見込み　×：措置等されない見込み

要望・提案事項 摘要

Ⅰ　万博後の持続的な成長・発展に
向けた取組の加速
１．万博のインパクトを活用した成長
の実現
（１）「最先端技術実装化センター（仮
称）」の設置

△

（２）ライフサイエンス
＜ライフサイエンスをテーマとした
「国際会議」の開催＞ ○

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○創薬基盤強化支援事業

◆令和７年度補正予算措置の状況　＜内閣府＞
○グローバル・スタートアップ・アクセラレーションプログラム
　・バイオコミュニティにおける必要な機能を強化する取組を支援

〔全〕８．７億円の内数
（〔全〕９．３億円の内数)

〔全〕２４．６億円の内数

◆予算項目以外の状況
・２０２５年日本国際博覧会成果検証委員会において、万博の成果を社会に実装させる制度的枠組みの検討
が行われる。

令和８年度 国の施策・予算に関する提案・要望　政府予算案（商工労働関連）
令和8年1月30日

大　　阪　　府

≪予算等の措置状況欄≫　金額上段：R８年度予算額　　金額下段：R７年度予算額　　〔全〕全国枠予算　　〔国〕国費ベース　　〔事〕事業費ベース

予算等の措置状況

＜創薬スタートアップに対する支援
強化及び創薬エコシステムの育成＞

＜関西圏におけるグローバルバイオ
コミュニティの形成＞

△

◆予算項目以外の状況
・国の関係機関が国際イベントに参加し、創薬エコシステムの育成にかかる日本の薬事規制などの情報につ
いて海外に発信した。

◆予算項目以外の状況
・内閣官房をはじめ、関係省庁との協議・調整の場が設けられ、大阪での国際会議の継続開催に向けた各種
アドバイスをいただいた。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

（４）スタートアップ ◆令和７年度補正予算措置の状況＜経済産業省＞
○グローバル・スタートアップ創出支援事業 〔全〕４６億円 ○

◆令和８年度予算措置の状況＜経済産業省＞
○水素等のサプライチェーン構築のための価格差に着目した支援事業

○低炭素水素等拠点整備支援事業

　
　　　　　　　　　　〔全〕３６３億円
　　　　　　　　（〔全〕３５７億円）

　　　　　〔全〕４１５億円（新規）

◆予算項目以外の状況
・経済産業省の特定重要物資に係る供給確保計画の認定で、府内に拠点を持つ企業に対しての財政的支援
が決定した。

（５）国が戦略的に推進する重要分野
にかかる取組への支援

○

（３）カーボンニュートラル
＜燃料電池（ＦＣ）商用車等の導入拡
大等を通じた水素需要の創出＞

＜ペロブスカイト太陽電池の導入拡
大・産業競争力強化のための支援等
＞

＜蓄電池の関連産業への支援＞

＜バイオものづくりの推進＞

△

◆予算項目以外の状況
＜令和８年度税制改正＞
・カーボンニュートラル投資促進税制の拡充・延長等
・研究開発税制の拡充・延長等

＜ペロブスカイト太陽電池＞
・関係省庁をオブザーバーとする有識者WGにて、ペロブスカイトを含むフレキシブル太陽電池の設置・施工
ガイドラインを、令和７年度中の公表に向けて作成中。

＜蓄電池＞
・蓄電池に係る人材の育成・確保を加速させるため、令和７年１０月に「バッテリー先進人材普及ネットワーク
（BATON）」が設立された。
・蓄電池のリサイクル関連技術開発等のプロジェクト実施（グリーンイノベーション基金：令和４年～１２年度）
・蓄電池の安定供給確保支援基金事業として、蓄電池の供給計画を設定した事業者に対して、支援措置が
実施された。（令和５年度～）

◆令和８年度予算措置の状況　＜環境省・経済産業省・国土交通省＞
＜環境省（一部経済産業省連携事業）＞
○地域における再エネ等由来水素利活用促進事業

＜環境省（一部国土交通省連携事業）＞
○産業車両等の脱炭素化促進事業

○GXサプライチェーン構築支援事業

○太陽光発電大量導入への課題解決に向けた技術開発事業

○カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発事業

＜環境省（経済産業省・国土交通省連携事業）＞
○ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業

＜環境省＞
○プラスチック資源・金属資源等のバリューチェーン脱炭素化のための高度化
設備導入等促進事業

◆令和７年度補正予算措置の状況＜経済産業省・環境省・国土交通省＞
＜経済産業省＞
○クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てん設備等導入促
進補助金

○GXサプライチェーン構築支援事業

＜環境省＞
○プラスチック資源・金属資源等のバリューチェーン脱炭素化のための高度化
設備導入等促進事業

＜環境省（経済産業省・国土交通省連携事業＞
○商用車等の電動化促進事業

〔全〕３１．２億円の内数​
（〔全〕３７．７億円の内数）

〔全〕９．９億円の内数​
（〔全〕１１．６億円の内数）

〔全〕４９７億円​
（〔全〕６１０億円）

〔全〕３１億円​
（〔全〕３２億円）

〔全〕２４億円​
（〔全〕２７億円）

〔全〕７０億円
（〔全〕５０．２億円）​

〔全〕７３億円の内数
（〔全〕４２．８億円の内数）

〔全〕５００億円

〔全〕５５億円

〔全〕３０億円の内数

〔全〕３００億円

2／7



要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

（６）中小企業等のイノベーション創
出と社会実装化支援

◆令和８年度予算措置の状況　＜経済産業省＞
○独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金事業 等

○成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）

◆令和７年度補正予算措置の状況＜経済産業省＞
○ものづくり商業サービス省力化 ・革新的開発・新事業・海外展開促進事業

〔全〕１９３億円の内数
（〔全〕１８４億円の内数）

〔全〕１２２億円
（〔全〕１２３億円）

〔全〕２，９６０億円の内数

○

（７）中小企業のチャレンジ等に向け
た信用保証制度の拡充 △

２．人の集積を加速する多様な人材
の活躍
（１）多様な人材が活躍できる環境整
備
＜男性育児休業、介護休業の取得
促進＞

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○両立支援等助成金
　

○中小企業育児・介護休業等推進支援等事業

○共働き・共育て推進事業

○共働き・共育て推進のための給付

 [全]３９２億円
 　　　　　　（[全]３５８億円）

 [全]３．４億円
 　　　　　　（[全]３．３億円）

 [全]１．２億円
 　　　　　　（[全]１．３億円）

 [全]７５３億円
 　　　　　　（[全]７９２億円）

○

＜女性の活躍する労働環境の整備
＞

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○多様な働き方の実現に向けた環境整備、
　 仕事と育児・介護の両立支援、ワーク・ライフ・バランスの促進

○両立支援等助成金（不妊治療及び女性の健康課題対応両立支援コース）

○働く女性の健康支援事業

○民間企業における女性活躍促進事業

○女性の活躍推進及び両立支援に関する総合的情報提供事業

 [全]１，２９２億円
 　　　　　　（[全]１，２８９億円）

 
 [全]０．８４億円

 　　　　　　（[全]０．８４億円）

 [全]０．７９億円
 　　　　　　（[全]０．７９億円）

 [全]２．１億円
 　　　　　　（[全]２．４億円）

 [全]３億円
 　　　　　　（[全]３．１億円）

○

◆令和８年度予算措置の状況＜内閣府＞
○理解増進に係る周知広報経費 〔全〕４百万円

（新規）

＜障がい者雇用の促進＞
○現状の把握・分析等 ×

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○障害者の就労促進
　・ハローワークのマッチング機能強化による障害者の雇入れ等の支援
　・障害者就業・生活支援センターによる地域における就業支援の促進　等

〔全〕１７３億円
（〔全〕１６５億円）

○更なる障がい者雇用の拡大に向
けた制度の改善・拡充

△

○先進的な取組の導入

×

◆予算項目以外の状況
・理解増進に係る周知広報経費は措置されたものの、働きやすい職場環境の整備等の要望内容に係る措置
はなされていない。

◆予算項目以外の状況
・経営者保証を不要とする信用保証制度及び保証料補助の継続実施はなされたが、令和９年度以降の制度拡
充についての対応はなされていない。

＜企業における性的マイノリティの理
解増進＞

△

◆予算項目以外の状況
・障害者雇用促進法に基づく障がい者の雇用状況について、調査方法を改めるための措置はなされていな
い。

○法定雇用率達成に向けた誘導・支
援策の強化

△

◆予算項目以外の状況
・特定求職者雇用開発助成金における支給期間の拡大、要件緩和はなされていない。

◆予算項目以外の状況
・障害者雇用促進法（令和４年改正）の付帯決議に基づいて、「今後の障害者雇用促進制度の在り方に関する
研究会」が設置され、手帳を所持していない難病患者等の位置づけ等の論点について議論中。
・障害者介助等助成金における手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱助成金の支給期間延長はなされていな
い。

◆予算項目以外の状況
・聴覚障がい者等の職場定着を一層支援する「聴覚障がい者等ワークライフ支援事業」の国における制度化
の措置はなされていない。
・国の契約における障がい者雇用の評価制度に係る措置はなされていない。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

＜最低賃金の引上げ＞ ◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○業務改善助成金

○キャリアアップ助成金

◆令和７年度補正予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○最低賃金の引上げに向けた環境整備を支援する業務改善助成金

　　　　　　　　　　 [全]２１億円
 　　　　　　　　　（[全]１５億円）

　　　 [全]１，０２２億円の内数
　 （[全]１，０２５億円の内数）

　　　　　　　　　[全]３５２億円

○

（２）在職者に対するリスキリングの
充実・強化
＜在職者訓練の実施＞

＜外国人材の活躍支援＞

◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る予算等の措置はなされていない。

×

◆令和８年度予算措置の状況＜経済産業省、公正取引委員会＞
＜経済産業省＞
○資金繰り支援

○独立行政法人日本貿易振興機構事業

＜公正取引委員会＞
○厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用等
 
　
○中小企業取引対策事業

◆令和７年度補正予算措置の状況＜経済産業省、公正取引委員会＞
＜経済産業省＞
○中小企業生産性革命推進事業
　
○ものづくり商業サービス省力化 ・革新的開発・新事業・海外展開促進事業
〔再掲〕
　
○中小企業信用補完制度関連補助事業

○海外ビジネス展開支援等事業

○日本政策金融公庫による資金繰り支援

＜公正取引委員会＞
○厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用等
　
○中小企業取引対策事業

〔全〕８２７.２億円
（〔全〕８２３.１億円）

〔全〕２６６億円の内数
（〔全〕２６３億円の内数）

〔全〕１３１．４億円
（〔全〕１５８．５億円）

〔全〕３０億円
（〔全〕２９億円）

〔全〕３，４００億円

〔全〕２，９６０億円

〔全〕１５２億円

〔全〕１１２億円

〔全〕４０億円

〔全〕１９．３億円

〔全〕７．６億円

Ⅱ　誰もが安心して暮らせる大阪の
実現
１．中小企業等を支えるセーフティー
ネットの充実
（１）米国の関税措置等の影響を受け
る事業者への支援

○

◆予算項目以外の状況
・令和７年５月、規制の見直しや振興の充実を盛り込んだ「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の
支払の遅延等の防止に関する法律」と　「受託中小企業振興法」が成立し、令和８年１月に施行。
・令和７年９月、中小企業の価格転嫁に特化した、地域の金融機関・支援機関が連携した全国初の取組である
「価格転嫁サポート連絡会」が大阪・京都エリアで発足。
・全国の労働局・ハローワーク等において、丁寧な相談対応を行うとともに、雇用調整助成金等の雇用関係の
助成金の手続の迅速化・活用促進を図り、短時間勤務や研修制度と併せた柔軟な支援を実施。
・JETROに加えて日本政策金融公庫など全国約１，０００か所に特別相談窓口を設置。また、プッシュ型の支援
ができるよう省庁の地方支分部局や関連団体に相談窓口等の体制を整備。さらに、国ホームページ等を通じ
た正確、迅速かつ丁寧な情報提供を実施。
・日本貿易保険において、関税措置の影響を受けて、輸出取引がキャンセルされる等により生じた損失を保険
金支払いの対象とし、輸出を行う事業者を支援。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

（２）中小企業の事業継続支援 ◆令和８年度予算措置の状況　＜経済産業省＞
○資金繰り支援　〔再掲〕 〔全〕８２７．２億円

（〔全〕８２３．１億円）
△

（３）保証付き融資の求償権放棄

△

（４）大規模小売店舗による地域貢献

×

◆令和８年度予算措置の状況　＜経済産業省＞
○商店街等への専門家派遣を通じた伴走支援 中小機構運営費交付金等

（〔全〕１９３億円）の内数
（〔全〕１８４億円の内数）

（５）商業活性化施策の充実・強化

×◆予算項目以外の状況
・令和６年度以降、中企庁による商店街関係補助がなくなり、商店街等へのサポートを中心とする伴走支援形
式（中小機構交付金の内数）となり、ソフト・ハード支援がない状態である。

◆予算項目以外の状況
・国から令和７年８月２６ 日付で「地方公共団体における信用保証協会に対して有する回収納付金請求権の放
棄に係る諸手続の実施手引」が発出された。

◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

（６）広域的な支援体制の強化に対す
る財政措置の拡充

○

◆令和８年度予算措置の状況　＜経済産業省、国土交通省＞
＜経済産業省＞
○工業用水道事業費

＜国土交通省＞
○民有護岸等の耐震改修に係る無利子貸付制度

[全]２０億円
（[全]２１億円）

[全]２，０８６．６億円の内数
（[全]２，０７８．３億円の内数）

２．安心して働くことができる環境づく
り
（１）就職困難者等に対する雇用・就
労支援施策の構築

◆令和７年度補正予算措置の状況＜内閣府＞
○地域就職氷河期世代等支援推進交付金 〔全〕２１．５億円

△

（２）あいりん地域対策の強化
＜「あいりん労働福祉センター」の管
理＞ ○

＜「新労働施設」の整備＞

△

＜あいりん地域における雇用対策の
充実＞

△

（３）ホームレスの就労機会の確保・
提供
＜ホームレス就業支援事業の強化
＞

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○ホームレス就業支援事業 〔全〕２億円

（〔全〕２億円）

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○生活困窮者自立支援等の推進
  　・自立相談支援事業における住まい支援等の推進

〔全〕８９８億円の内数
（〔全〕８３３億円の内数）

◆予算項目以外の状況
・家賃債務保証や緊急連絡先の確保など、制度の拡充はなされていない。
・就労訓練事業においても就労訓練者の賃金確保につながるような制度の充実もなされていない。

◆予算項目以外の状況
・あいりん地域固有の労働施設に係る機能を維持するための共同オープンスペース等の設置については、国
の責務として応分の費用を負担することとなり、その規模について労働施設検討会議で議論している。
・一般職業紹介に対応した職業相談やカウンセリング等の機能の設置については、労働施設検討会議で議論
している。

◆予算項目以外の状況
・「あいりん労働福祉センター」の管理については、令和７年５月末まで国と大阪府が連携しながら巡回業務を
実施してきた。また、同年６月から、大阪市都市整備局が解体工事を実施しており、工事完了までの間、 国・
大阪市・大阪府が連携しながら引き続き管理を行う。

◆予算項目以外の状況
・「日雇労働求職者給付金」の支給要件の緩和はなされていない。また、技能講習事業の委託や実施場所の
提供等、日雇労働者の技能向上による安定就労に向けた取組は行われているが、職業紹介事業等の効率的
な実施はなされていない。

＜住居確保給付金の拡充＞

△

△
◆予算項目以外の状況
・「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」の期限延長など必要な措置はなされていない。

（７）産業基盤の整備

△

◆予算項目以外の状況
・港湾における民有護岸の改良等の促進に係る特例措置（固定資産税）が実施された。

◆予算項目以外の状況
 ・令和７年度地方交付税措置において、小規模企業振興基本計画(第Ⅲ期)に合わせて、広域的な支援体制
の構築のため、新たに広域経営指導員の設置費用などが基準財政需要額の単位費用に加算された。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○技能向上対策費補助金（都道府県職業能力開発協会費）関係
　　・若年者に対する受検料の減免措置については、若年者の入職促進
　　  措置の観点から３級の２３歳未満の受検者を対象に実施

〔全〕１６．３億円
（〔全〕１６．２億円）

（５）障害者職業能力開発校の老朽
化への対応 ×

（６）採用選考におけるいわゆる「ＳＮ
Ｓ調査」への対応 ×

Ⅲ　国と地方の適正な役割分担
１．ハローワークの地方公共団体へ
の移管 ×

２．運輸事業振興対策の推進 ◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない。 ×

◆予算項目以外の状況

・要望内容に係る予算等の措置はなされていない。

（４）若年者に対する技能検定制度の
見直し

×
◆予算項目以外の状況
・制度創設時の２級及び３級の３５歳未満の受検者を対象とした受検手数料減免措置の復元と財源措置に関
する要望は実現していない。　（令和４年度及び５年度と対象外とされていた雇用保険被保険者以外の者（在
校生等）について、引き続き減免の対象とされている。）

◆予算項目以外の状況
・SNS調査の実態把握への動きはあるものの要望内容に係る措置はなされていない。

◆予算項目以外の状況
・職業安定法や雇用対策法の改正法を含む第６次地方分権一括法が平成２８年８月に施行されたが、「新たな
雇用対策の仕組み」の検証や、全面移管に向けた検討は行われていない。
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